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第９章 適切な価格転嫁の実現に向けた取組 

第１ 概説 

公正取引委員会は、令和３年12月27日、「パートナーシップによる価値創造のための転

嫁円滑化施策パッケージ」が取りまとめられたことを踏まえ、独占禁止法及び取適法の考

え方の周知徹底等を行うとともに、特別調査等を通じた独占禁止法等の執行強化に努め、

相当数の取引先について協議を経ない取引価格の据置き等が確認された事業者についてそ

の事業者名を公表するなど、従来にない取組を講じてきた。当委員会は、引き続きコスト

上昇局面における価格転嫁の問題に対しては、独占禁止法の優越的地位の濫用や取適法の

買いたたき、減額等に該当する事案について、積極的な執行を進め、「適切な価格転嫁」

を我が国の新たな商慣習としてサプライチェーン全体で定着させるよう、関係省庁と連携

して取組を進めていくこととしている。 

第２ 独占禁止法の執行強化 

 １  令和７年度価格転嫁円滑化の取組に関する特別調査の実施 

公正取引委員会は、当委員会のウェブサイトに掲載している「よくある質問コーナー

(独占禁止法)」のＱ＆Ａ（以下「独占禁止法Ｑ＆Ａ」という。）において、後記①又は②

に該当する行為（以下「独占禁止法Ｑ＆Ａに該当する行為」という。）が、独占禁止法上

の優越的地位の濫用の要件の一つに該当するおそれがあることを明確化している。 

① 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への反映

の必要性について、価格の交渉の場において明示的に協議することなく、従来どお

りに取引価格を据え置くこと 

② 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストが上昇したため、取引の相手

方が取引価格の引上げを求めたにもかかわらず、価格転嫁をしない理由を書面、電

子メール等で取引の相手方に回答することなく、従来どおりに取引価格を据え置く

こと 

公正取引委員会は、独占禁止法Ｑ＆Ａに該当する行為が疑われる事案や価格転嫁の状況

等を把握するため、令和４年度に「独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関する緊急調

査」を、令和５年度に「独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に係るコスト上昇分の価格

転嫁円滑化の取組に関する特別調査」、令和６年度に「令和６年度価格転嫁円滑化の取組

に関する特別調査」（以下「令和６年度特別調査」という。）を実施した。 

令和６年度特別調査の結果等を踏まえ、令和７年度においては、令和５年11月29日に内

閣官房と公正取引委員会の連名で策定・公表した「労務費の適切な転嫁のための価格交渉

に関する指針」（以下「労務費転嫁指針」という。）に基づく発注者・受注者の行動をフォ

ローアップすることにより、労務費の転嫁円滑化の進捗状況を把握するとともに、引き続

き独占禁止法Ｑ＆Ａに該当する行為が疑われる事案等を把握するため、12万名を超える事
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業者に対して「令和７年度価格転嫁円滑化の取組に関する特別調査」（以下「令和７年度

特別調査」という。）を実施し、令和７年12月15日に結果を取りまとめ、公表した。 

具体的には、令和７年６月に受注者・発注者の双方の立場での回答を求める書面調査

（11万名）を実施した。加えて、令和６年度特別調査において注意喚起文書を送付した事

業者に対して、フォローアップ書面調査を実施した。また、これらの書面調査を踏まえて

立入調査を462件実施したほか、独占禁止法Ｑ＆Ａに該当する行為が認められた事業者

4,334名及び労務費転嫁指針において求めている発注者としての行動指針に沿った行動を

採らなかった事業者9,747名に対し、注意喚起文書を送付した。 

さらに、令和７年５月から、令和６年度特別調査において事業者名公表の対象となった

３名に対して、フォローアップ調査を実施した。 

また、令和５年11月８日に公表した「価格転嫁円滑化に関する調査の結果を踏まえた事

業者名の公表に係る方針について」に基づき、相当数の取引先について協議を経ない取引

価格の据置き等が確認された場合は、独占禁止法第43条の規定に基づきその事業者名を公

表する方針の下、書面調査の結果を踏まえて個別調査を実施したところ、事業者名を公表

すべき事業者は認められなかった（注）。 

（注）今後も、個別調査を実施する方針自体には変更はない。 

（詳細については、令和７年12月15日報道発表資料「「令和７年度価格転嫁円滑化の取

組に関する特別調査」の結果について」を参照のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20260106091620/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/202

5/dec/251215_tokubetsuchousa.kekka.honbun.html 

 ２  荷主と物流事業者との取引に関する調査の実施 

公正取引委員会は、荷主による物流事業者に対する優越的地位の濫用を効果的に規制す

る観点から、独占禁止法に基づき「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合の特定

の不公正な取引方法」を指定し、荷主と物流事業者との取引の公正化に向けた調査を行っ

ている。 

公正取引委員会は、令和６年度に開始した荷主と物流事業者との取引に関する調査の結

果を取りまとめ、令和７年６月24日に公表した。同調査においては、荷主３万名、物流事

業者４万名を対象とした調査をそれぞれ実施し、さらに、コスト上昇分の協議を経ない取

引価格の据置き等が疑われる事案について、荷主100名に対する立入調査を実施した。ま

た、当委員会は、独占禁止法上の問題につながるおそれのあった荷主646名に対し、注意

喚起文書を送付した。 

https://warp.ndl.go.jp/web/20260106091620/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/dec/251215_tokubetsuchousa.kekka.honbun.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20260106091620/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/dec/251215_tokubetsuchousa.kekka.honbun.html
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令和７年度においても、荷主と物流事業者との取引に関する調査を実施しており、令和

７年10月に荷主３万名を対象に、令和８年２月に物流事業者４万名を対象に、それぞれ調

査を開始した。 

 ３  労務費転嫁指針の周知徹底 

公正取引委員会は、改正した労務費転嫁指針について全国 47都道府県で開催された「地

方版政労使会議」における説明や資料配布を通じ労務費転嫁指針の周知を実施した。 

さらに、令和５年に受注者が匿名で情報提供できる「労務費の転嫁に関する情報提供

フォーム」を設置し、労務費という理由で価格転嫁の協議のテーブルにつかない事業者等

に関する情報を広く受け付けている。 

第３ 独占禁止法及び取適法の考え方の周知徹底等 

 １  取適法の周知広報 

公正取引委員会は、取適法の周知のため、全国47都道府県における事業者向け説明会の

開催（63回）、関係省庁と連携した業種別説明会の開催（13回）、中小事業者団体向けの広

報・広聴企画の開催、動画やテキストを含む各種媒体での解説などの取組を実施した。ま

た、全国のよろず支援拠点等における個別相談会も実施した。 

（全国 47都道府県における事業者向け説明会の詳細については「2026年１月施行！～

下請法は取適法へ～改正ポイント説明会の実施について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/event/kousyukai/toriteki.html 

（全国のよろず支援拠点等における個別相談会の詳細については「取適法個別相談会

（よろず支援拠点連携）の実施について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/event/soudankai/toriteki/yorozu.html 

 ２  サプライチェーン全体での支払の適正化に関する事業者団体等への要請について 

令和８年１月１日以降に発注される取適法対象取引については、手形払が一律に禁止さ

れ、また、支払期日を超える満期を設定した一括決済方式又は電子記録債権を使用した支

（詳細については令和７年６月24日報道発表資料「令和６年度における荷主と物流事

業者との取引に関する調査結果及び優越的地位の濫用事案の処理状況について」を参

照のこと。） 

https://warp.ndl.go.jp/web/20250901094522/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2

025/jun/250624_buttokuchousakekka.html 

https://www.jftc.go.jp/event/kousyukai/toriteki.html
https://www.jftc.go.jp/event/soudankai/toriteki/yorozu.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20250901094522/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jun/250624_buttokuchousakekka.html
https://warp.ndl.go.jp/web/20250901094522/www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jun/250624_buttokuchousakekka.html
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払も原則として取適法が禁止する支払遅延に該当することとなったところ、公正取引委員

会及び中小企業庁は、取適法対象外の取引を含むサプライチェーン全体での支払手段の適

正化及び支払手段の改善に取り組む事業者の資金繰りへの配慮について、それぞれ関係す

る事業者団体や省庁等に要請した。 

（詳細については令和７年 11月 11日報道発表資料「サプライチェーン全体での支払の

適正化に関する事業者団体等への要請について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251111_yousei.html 

 ３  相談対応及び情報収集の実施 

公正取引委員会では、全国の相談窓口において、取適法及び優越的地位の濫用に係る相

談を受け付けている。令和７年度においては、取適法に関する相談 34,810件、優越的地位

の濫用に関する相談 4,043 件の合計 38,853 件の相談に対応した。また、「不当なしわ寄せ

に関する取適法の相談窓口」を通じ、フリーダイヤル経由でも電話相談に対応した。さら

に、中小事業者等からの要望に応じ、独占禁止法上の優越的地位の濫用規制又は取適法に

ついて基本的な内容を分かりやすく説明するとともに相談受付を行うためのオンライン相

談会を実施した。 

公正取引委員会及び中小企業庁は、令和４年に中小事業者等が匿名で情報提供できる

「違反行為情報提供フォーム」を設置し、買いたたき等の違反行為が疑われる委託事業者

に関する情報を受け付けている。 

 ４ 不当なしわ寄せ防止に向けた普及啓発活動の拡充・強化 

⑴ コンプライアンス確立への積極的支援・取引適正化協力委員への意見聴取

公正取引委員会は、取適法に関する動画の配信のほか、講習会の開催、事業者団体が

開催する研修会等への出講を実施している。令和７年度においても、これらの取組を実

施した。 

また、公正取引委員会は、取適法等の効果的な運用に資するため、各地域の中小事業

者取引等の実情に詳しい中小事業者等に取引適正化協力委員を委嘱している。令和７年

度においては、取適法施行に向けた準備状況、買いたたき規制、物流事業者との取引や

知的財産取引に関する実態などについて意見聴取を行った。 

⑵ 「出張！トリテキ会議」

公正取引委員会は、「取引改善のススメ」をテーマとして、労務費転嫁指針の活用等

を推進するため、全国各地の商工会議所や中小企業団体中央会等の協力の下、「出張！

トリテキ会議」（取引適正化推進会議）と称する中小事業者団体向けの広報・広聴企画

を全国各地で開催している。令和７年度においては、本件企画を 107件実施した。 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251111_yousei.html
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第４ 企業取引研究会等 

 １  企業取引研究会等 

公正取引委員会は、サプライチェーン全体での適切な価格転嫁の環境整備や支払条件の

適正化、物流に関する商慣習の問題に対する更なる対応といった、「企業取引研究会報告

書」（令和６年12月25日公表）において示された課題に対応し、取引環境を整備する観点

から、優越的地位の濫用規制の在り方を中心に検討することを目的として、中小企業庁と

共催の「企業取引研究会」を令和７年７月から再度開催しており、令和７年度において４

回実施した。 

公正取引委員会は、企業取引研究会における議論を踏まえて、前記課題に対応するため、

「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合の特定の不公正な取引方法」改正案、

「製造委託等に係る代金の支払に関する特定の不公正な取引方法」案、「『製造委託等に係

る代金の支払に関する特定の不公正な取引方法』の運用基準」案及び「優越的地位の濫用

に関する独占禁止法上の考え方」改定案を作成し、令和８年３月12日から意見募集を開始

した。 

 ２  知的財産取引適正化ワーキンググループ等 

公正取引委員会は、知的財産・ノウハウの取引適正化に関する専門的な議論を行うため、

令和７年８月から、企業取引研究会の下で、知的財産取引適正化ワーキンググループを中

小企業庁、特許庁と共催で開催しており、令和７年度において４回実施した。また、同

ワーキンググループにおける議論を取りまとめた「知的財産取引適正化ワーキンググルー

プ報告書」を令和８年３月11日に公表した。 

公正取引委員会は、知的財産取引適正化ワーキンググループでの議論及び当委員会が実

施した知的財産権・ノウハウ・データを対象とした優越的地位の濫用行為等に関する実態

調査の結果を踏まえて、中小企業庁、特許庁との連名で「知的財産権・ノウハウ・データ

の適切な取引のための優越的地位の濫用等に関する指針」案等を作成し、令和８年３月30

日から意見募集を開始した。 




